平成２４年度第２回大阪府立学校結核対策審議会議事録
日　　時：平成２５年２月７日（木） １４：００～１６：００
会　　場：大阪府教育センター　別館４階第７研修室
出席状況：出席委員８名
　　　　　（事務局）大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長、主任指導主事、指導主事
１　開会
２　挨拶　　保健体育課　課長　
３　報告事項　　[意見、質疑応答等]　△・・委員　◆・・事務局
（１）平成２４年度府内公立学校結核検診実施状況（小学生・中学生）について
平成２４年８月末に事務局が行った政令市を除く市町村立小中学校の結核検診実施状況調査結果から、下記について事務局が説明。
・定期健康診断における患者発見は無いこと
・精密検査未受検の理由（通訳を通しての説明が必要な保護者、不登校等）
· 精密検査対象者について、高まん延国からの居住歴者の割合について検証が必要。
　　△　精密検査について、QFT検査はBCG接種の影響を受けずに判定を行うことが
できる。
　　△　調査項目に「経過観察者数」の項目があるが、市町村教育委員会によって「経
　　　　過観察」の定義が異なるため、府調査時に定義を示し統一が必要。
　　◆　今後、検討していきたい。
◆　対応が難しい事案は、高まん延国からの入国者の保護者への説明に通訳が必要な場合など。「法に定められた定期健康診断」であることを踏まえ、粘り強い指導の上、学校の責任で精密検査の受検をお願いしている。
△　府立学校では、未受検者や要精密検査者は教職員が付き添い、早期に検査機関
に連れていく。また、未受検者に対して定期健康診断終了後の拠点校における
再検診、支援学校や定時制への再度のX線配車を行っている。
（２）府内の新登録結核患者の状況について
　　　「新登録患者数・罹患率年次推移」
「大阪府の年齢階級別新登録小児結核患者数の推移」
により、大阪府の結核新登録患者数・罹患率について関係部局の委員が説明。
△　府内の政令市、中核市の現状はいかがか？
△　平成２４年度（速報値）の罹患率について、堺市を除き中核市は平成２３年
　　度より減少。政令市の堺市は減少していない。
　　△　大阪市の現状については、平成２４年度の概数値から、新登録患者数は増加。
８０歳以上の高齢者については未感染者への対策、新生児についても家族内感
染を注意していく必要がある。
　△　ある専門病院では、各国の言葉に対応できるよう、ボランティア・通訳と一緒
に受診できるようにしている。
△　大都市は海外からの入国が多いが、大阪市についてはどうか。
△　大阪市では年間約３０万人の入国がある。
　
（３）府内公立学校結核発生状況について
「府立学校児童生徒の発生状況」
「市町村立学校における児童生徒の結核発生状況」
「教職員の結核発生状況」ついて事務局から説明。
△　活動性結核、潜在性結核であるのかの把握が必要。
△　全体把握のため、市町村教育委員会から発生の報告漏れがないよう周知の徹底が必要。
協議事項
（１）平成２５年度以降の市町村教育委員会における結核対策委員会設置について
「平成２４年４月１日学校保健安全法施行規則の一部改正」
「市町村教育委員会における平成２５年度以降の結核対策委員会の設置の方向性について」にて、以下について事務局が説明。
・大阪府立学校結核対策審議会については、全国と比較し大阪の結核罹患率の高い現状などから、平成２５年度についても引き続き設置・開催。
・平成２５年度以降の市町村における結核対策委員会設置について、アンケート調査結果、約半数の市町村で平成２５年度以降も結核対策委員会を設置し、半数の市町村で検討中であった。
△　各市町村教育委員会において、結核の管理方針の検討や患者発生時の対応など、引き続き保健所等の地域保健と連携できる体制が必要。
△　接触者検診など、引き続き市町村教育委員会と保健所等が連携する体制づくり
　　を行ってほしい。
（２）結核検診問診票について
　　　　前回の会議を踏まえ、府立学校では単独問診票を使用すること及び多くの市町村が単独問診票を使用することについて説明。
△　大阪の罹患率の高さ等から、「結核についての問診」と保護者に意識させることは必要。学校保健関係者は、健康観察や問診などにより、子どもたちの健康状態を十分に把握し、学校医と十分な連携の上で結核検診が行われることが重要。
△　転入生については、学校保健安全法施行規則に基づき転出校から転入校へ健康診断票が送付され、結核の情報も引き継がれるが、海外の現地校からの編入の場合、健康診断票など健康に関する書類の送付が難しい。保護者からの聞き取りや学校医へ相談するなど、場合によって健康診断を行うことも必要。
　　△　単独問診票でなく、結核の問診項目を混在した様式を選択した市町村は、保護者に「結核」の調査であるという注意喚起が必要。
　　◆　該当市町村は、学校に指導していると聞いている。
（３）学校における今後の結核対策について
　　　市町村の取組みについて事務局から下記を説明。
・学校関係者への研修にて、大阪府や地域の結核発生の現状を周知するなど、日頃から学校において対策を行うよう指導している。専門家からの意見より、結核に特化せずに感染症を審議する場として、引き続き結核も含めて感染症対策を実施。
　　△　今後とも、学校と地域保健が連携した結核検診や結核対策について、適切な対
応をお願いする。
